
1

都における医師確保の現状

資料７

分娩取扱医師偏在指標・小児科医師偏在指標
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厚生労働省作成資料を加工

【指標作成に用いるデータ】

※１ 分娩取扱医師数 ・医師・歯科医師・薬剤師統計（2024年）

※１-１ 標準化分娩取扱医師数 ・下記の「分娩取扱医師数」に「労働時間調整係数」を乗じた数値。

※１-2 分娩取扱医師数
・医師・歯科医師・薬剤師統計（2024年） 12月31日現在の医療施設（病院及び診療所）従事医師数（常勤＋非常勤）に、厚生労働省医政局地域
医療計画課・医事課が令和8年に実施した個別調査結果を反映した医師数のうち、分娩を取り扱っており、かつ主たる診療科の「産婦人科」、
「産科」、「婦人科」のいずれかに従事している医師数（性・年齢階級別に独自集計）。

※１-3 労働時間調整係数
・令和4年7月「医師の勤務環境把握に関する調査」(研究班・厚生労働省医政局医事課)より、医療施設従事医師の性・年齢階級別の平均労働時間
（主たる勤務先以外における労働時間を含む）を算出。当該地域の労働時間調整係数＝ Σ ( 当該地域の性・年齢階級別医療施設従事医師数× 性・
年齢階級別医師の平均労働時間数÷ 全医師の平均労働時間数 ) ÷ 当該地域の医療施設従事医師数

※１-4 診療所従事医師数割合
・医師・歯科医師・薬剤師統計（2024年） 12月31日現在の医療施設（病院及び診療所）従事医師数（常勤＋非常勤）に占める診療所の従事医師
数割合。

※２ 分娩件数 ・医療施設調査（2023年） 病院票及び一般診療所票の「分娩（正常分娩を含む）」の9月中の実施件数。

※２-１ 年間調整後分娩件数
・人口動態調査の出生数から（2023年1月～12月）、9月の一日あたり出生数を年間の一日あたり出生数で除した「９月の出生調整係数
（1.032）」を求めたのち、以下の方法で年間の分娩件数を算出。
年間調整後分娩件数 = （9月中の分娩件数÷ 30 × 365）÷ 9月の出生調整係数

※２-２ 診療所分娩件数割合 ・医療施設調査（2023年） 病院票及び一般診療所票の「分娩（正常分娩を含む）」の9月中の実施件数に占める一般診療所の分娩件数割合。

【分娩取扱医師偏在指標の算出方法】
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都道府県別
分娩取扱医師偏在指標

○東京都は令和6年1月時点で全国１位であったが、令和8年4月時点で全国6位となっている。
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周産期医療圏別
分娩取扱医師偏在指標

○都内周産期医療圏では、島しょが全国1位で、区東北部及び区西南部が全国下位となる。
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周産期医療圏別
分娩取扱医師
偏在指標
（計算要素分析）

○分娩取扱医師偏在指標の計算要素から分析すると、分娩取扱医師数(B)、分娩件数(Ｃ)により変動がみられる。
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厚生労働省作成資料を加工【小児科医師偏在指標の算出方法】
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厚生労働省作成資料を加工【指標作成に用いるデータ】
《患者等の流出入に係る小児科医師偏在指標再計算データ》

入院患者流出入調整係数
・各都道府県から報告された入院患者流入数・流出数、及び地域の入院患者総数に基づいて、以下の方法で算出。
入院患者流出入調整係数＝ 1 + {地域の入院患者流入数（千人） ー 地域の入院患者流出数（千人）} ÷ 地域の入院患者総数（千人）

無床診療所患者流出入調整係数
・各都道府県から報告された地域の無床診療所患者流入数・流出数、及び地域の無床診療所患者総数に基づいて、以下の方法で算出。
無床診療所患者流出入調整係数＝ 1 + {地域の無床診療所患者流入数（千人） ー 地域の無床診療所患者流出数（千人）} ÷ 地域の無床診療所患者
総数（千人）

《小児科医師偏在指標関連データ》

小児科医師数
・医師・歯科医師・薬剤師統計（2024年）12月31日現在の医療施設（病院及び診療所）従事医師数に、厚生労働省医政局地域医療計画課・医事課が令和8
年に実施した個別調査結果を反映した医師数のうち、主たる診療科を小児科とする医師数（性・年齢階級別）。主たる従事先・従たる従事先の小児医療圏
が異なる場合は、主たる従事先の小児医療圏において0.8人、従たる従事先の小児医療圏において0.2人と換算。

労働時間比
・令和4年7月「医師の勤務環境把握に関する調査」(研究班・厚生労働省医政局医事課)より、医療施設従事医師の性・年齢階級別の平均労働時間（主たる
勤務先以外における労働時間を含む）を算出。

年少人口 ・住民基本台帳人口（2025年） 2025年1月1日現在の人口（外国人含む、性・年齢階級別の人口）。

入院受療率
・患者調査（2023年） 全国の性・年齢階級別入院患者数
住民基本台帳人口（2025年1月1日時点）の性・年齢階級別人口を用いて以下の方法で算出。

全国の性・年齢階級別の入院受療率＝全国の性・年齢階級別入院患者数（人）÷全国の性・年齢階級別人口（10万人）

無床診療所受療率

・患者調査（2023年） 全国の性・年齢階級別一般診療所の外来患者数を社会医療診療行為別統計（2024年）2024年6月審査分、診療所・無床診療所にお
ける初再診・外来診療科・在宅医療等算定回数で按分した無床診療所患者数。住民基本台帳人口（2024年）2025年1月1日現在の性・年齢階級別人口を用い
て以下の方法で算出。
全国の性・年齢階級別の無床診療所受療率＝全国の性・年齢階級別無床診療所患者数（人）÷全国の性・年齢階級別人口（10万人）

無床診療所医療医師需要度
・令和2年マクロ需給推計における医師の将来の需給推計における医師需要数を用いて以下の方法で算出。
無床診療所医療医師需要度＝｛マクロ医師需要推計における外来医師需要（人）÷無床診療所患者総数（千人）｝÷｛マクロ医師需要推計における入院医
師需要（人）÷入院患者総数（千人）｝
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都道府県別
小児科医師偏在指標

○東京都は全国3位となっている。
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小児医療圏別
小児科医師偏在指標

○都内小児医療圏の全域が全国中位以上であり、島しょは、令和6年1月時点で全国１２２位であったが、令和8年4月時点で全国3位である。
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小児医療圏別
小児科医師偏在指標
（計算要素分析）

○小児科医師偏在指標の計算要素から分析すると、 医師数（B)、年少人口(C)、標準化受療率（C)により変動がみられる。
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【Ⅰ】 都における医師の状況

【Ⅱ】 都における医師偏在

（１） 医師偏在指標

（２） へき地尺度（令和8年4月）の導入

【Ⅲ】 既存施策の状況

（１） 東京都地域医療医師奨学金

（２） 東京都地域医療支援ドクター

（３） 重点医師偏在対策支援区域における経済的インセンティブ

（4） その他

【Ⅳ】 今後の動き（制度改正、新規事業等）

（１） 特定機能病院（大学病院本院に対する動き）

（２） 大学病院機能強化推進事業

【Ⅴ】 医師の働き方改革

令和8年度第1回医師部会(令和8年5月26日実施)資料４より
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12※厚生労働省資料より
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13厚生労働省「へき地尺度（mRIJ）について」より
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14厚生労働省「へき地尺度（mRIJ）について」より
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都道府県別医師偏在指標
医師偏在

指標
順位

医師偏在

指標
順位

13 東京都 353.9 1 358.6 1 0

26 京都府 326.7 2 326.6 2 0

40 福岡県 313.3 3 320.4 3 0

33 岡山県 299.6 4 302.7 4 0

47 沖縄県 292.1 5 300.3 5 0

42 長崎県 284.0 8 298.7 6 2

39 高知県 268.2 15 296.0 7 8

27 大阪府 288.6 7 294.7 8 -1

36 徳島県 289.3 6 293.9 9 -3

30 和歌山県 274.9 10 292.4 10 0

32 島根県 265.1 18 284.8 11 7

17 石川県 279.8 9 283.2 12 -3

41 佐賀県 272.3 11 281.8 13 -2

28 兵庫県 266.5 17 281.1 14 3

31 鳥取県 270.4 13 278.8 15 -2

29 奈良県 268.9 14 277.1 16 -2

46 鹿児島県 254.8 21 276.7 17 4

37 香川県 266.9 16 273.4 18 -2

25 滋賀県 260.4 19 272.1 19 0

44 大分県 259.7 20 270.9 20 0

43 熊本県 271.0 12 270.4 21 -9

04 宮城県 247.3 24 267.8 22 2

18 福井県 246.8 25 265.5 23 2

34 広島県 254.2 22 264.0 24 -2

R0804R601

順位差都道府県名 医師偏在

指標
順位

医師偏在

指標
順位

38 愛媛県 246.4 26 263.6 25 1

19 山梨県 240.8 27 260.1 26 1

23 愛知県 240.2 28 258.3 27 1

14 神奈川県 247.5 23 254.4 28 -5

16 富山県 238.8 29 252.5 29 0

24 三重県 225.6 34 244.4 30 4

01 北海道 233.8 30 243.6 31 -1

45 宮崎県 227.0 33 243.0 32 1

35 山口県 228.0 32 241.1 33 -1

09 栃木県 230.5 31 238.7 34 -3

21 岐阜県 221.5 35 234.2 35 0

20 長野県 219.9 36 232.6 36 0

10 群馬県 219.7 37 231.5 37 0

22 静岡県 211.8 39 228.8 38 1

07 福島県 190.5 44 222.7 39 5

12 千葉県 213.0 38 221.9 40 -2

06 山形県 200.2 40 216.5 41 -1

05 秋田県 199.4 41 211.5 42 -1

11 埼玉県 196.8 42 207.2 43 -1

15 新潟県 184.7 45 201.7 44 1

03 岩手県 182.5 47 200.4 45 2

08 茨城県 193.6 43 197.5 46 -3

02 青森県 184.3 46 194.4 47 -1

R0804R601

順位差都道府県名

○東京都は全国１位の医師多数都道府県となっている。
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二次医療圏別医師偏在指標

○都内二次医療圏では、南多摩、西多摩及び島しょが医師少数区域である。
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○医師偏在指標の計算要素から分析すると、①医師の増加(A)、②人口の減少(B)、③受療率を下げる(C)についての対策が考えられる。

二次医療圏別
医師偏在指標
（計算要素分析）



【Ⅱ】 都における医師偏在

18

○へき地尺度による是正により、他道府県の豪雪地帯や島しょ地域が「医師少数区域」に追加されている。
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